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令和９年度（２０２７年度）地域医療介護総合確保基金（医療分） 

新規事業個票（記入例） 

 

提案団体名 〇〇市医師会 

担当部署名 総務課 
担 当 者 

職・氏名 
主事・熊本 太郎 

連 絡 先 電話 096-***-**** ＦＡＸ 096-***-**** 

事業の優先順位 

※複数事業を提案し

ている場合に記入 

 

事前相談を行った 

県庁担当課名 
医療政策課 〇〇班 

 

１ 事業名 

回復期病床への機能転換施設整備事業 

２ 事業区分 ※該当する区分に〇をつけてください 

○ Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業 

 Ⅱ   居宅等における医療の提供に関する事業 

 Ⅳ  医療従事者の確保に関する事業 

 Ⅵ  勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

３ 標準事業例の番号 ※該当する標準事業例の番号を記入してください 

５ 

４ 事業の対象となる医療介護総合確保区域 ※対象区域に〇を付けてください 

〇 県全域  有明  阿蘇  球磨 

 熊本・上益城  鹿本  八代  天草 

 宇城  菊池  芦北   

５ 熊本県地域医療構想における関連する記載内容 

第６章、２１７頁、（３）２段落目 

「病床の不足が見込まれる病床機能については、地域医療構想調整会議における協議を

踏まえた上で、病床の充足に必要な病床機能の転換のための施設や設備の整備を支援し

ます。」 
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６ 熊本県地域医療構想推進のための地域の課題及び提案事業の必要性 

医療機能ごとの病床数推計で回復期機能が不足する見込みであるため、現行で同機能

以外の医療機能を担う医療機関に対して転換を促すことが必要。 

７ 事業の詳細 

７－１ 事業概要  

回復期機能へ他の医療機能から転換を行う医療機関の施設整備事業に対する助成。 

７－２ 事業種別 ※該当する種別に〇を付けてください 

〇 施設整備  設備整備  ソフト（研修等） 

７－３ 事業実施主体 

県内医療機関 

７－４ 事業期間  

※ソフト事業は原則として令和９年度（２０２７年度）中の期間を記入してください 

 令和９年（２０２７年）４月１日 から 令和１０年（２０２８年）３月３１日まで 

７－５ 事業の実施目標 

・補助実施医療機関：８医療機関 

・回復期へ転換する病床数：５０床 

７－６ 事業の成果目標 

不足する病床数との差分を充足する。 

７－７ 事業の成果目標に係る到達度を測る指標 ※数値化された内容を記入してください 

【項目名】 

 病床機能報告で回復期として報告される病床数 

【現状値及び目標値】 

 〇〇床（令和８年（2026 年）4月）→ 〇〇床（令和１０年（2028 年）3月） 

７－８ 事業の実施目標と成果目標の関係 

本事業を通じて、各医療機関の回復期機能の必要性に対する理解・認識が高まり、転

換に取り組む医療機関が増えることで、回復期機能（病床）の増加を図る。 
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７－９ 事業費（千円）※各年度の事業費は別紙の「事業費内訳表」も作成してください。 

※７－４（事業期間）に記載している期間における事業費を記載してください。 

年 度 
令和９年度 

（2027 年度） 

令和１０年度 

（2028 年度） 

令和１１年度以降 

（2029 年度以降） 
総事業費 

事業費 1,000,000   1,000,000 

内 

訳 

基金 500,000   500,000 

事業者負担 500,000   500,000 

７－１０ 事業費積算に当たり、引用した標準単価の事業区分、対象経費、標準単価 

     （類似の補助金を基に積算した場合は、その補助金名） 

【事業区分】 

 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設整備事業 

 

【対象経費】 

 医療機関の施設整備費用（新築、増改築） 

 

【標準単価】 

 １㎡当たり 360 千円 
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【事業個票 別紙】 

事  業  費  内  訳  表 

 

事業名 

 

回復期病床への機能転換施設整備事業 

 

【令和９年度（２０２７年度）】                                 （千円） 

事業費合計 10,000,000 

内  訳 

・人件費（給料・賃金等）             5,000,000   

・報償費（謝金）                  3,000,000   

・旅費・交通費                   2,000,000   

・備品費、賃借料                          

・研修等資料作成費                        

・会議室使用料                           

・通信費・運搬費                          

・施設、設備整備費                         

・その他（          ）                     

※事業化する際に、これらの設定根拠を確認させていただきますので、予め準備をお願いします。 

 

【令和１０年度（２０２８年度）】                                 （千円） 

事業費合計  

内  訳 

・人件費（給料・賃金等）                       

・報償費（謝金）                            

・旅費・交通費                             

・備品費、賃借料                           

・研修等資料作成費                         

・会議室使用料                            

・通信費・運搬費                           

・施設、設備整備費                         

・その他（          ）                          

 

※必要に応じ、表を追加してください。 


